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  平 成 17 年 ４ 月 ６ 日
株 主 各 位  

 東京都新宿区西新宿二丁目４番１号
  
  

 代 表 取 締 役 水 谷 和 生
 

臨時株主総会及び普通株主様による種類株主総会招集ご通知 

拝啓 ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 
 さて、当社臨時株主総会及び普通株主様による種類株主総会を下記の
とおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知申し上げま
す。 
 なお、当日ご出席願えない場合は、お手数ながら後記参考書類をご検討のうえ、
同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、ご押印のうえ、ご返送くださ
いますようお願い申し上げます。                敬 具 

記 
1. 日   時  平成17年４月21日（木曜日）午前10時 
2. 場   所  東京都新宿区西新宿二丁目４番１号 

新宿ＮＳビル地下１階 ＮＳイベントホール（中ホール） 
開催場所が昨年の定時株主総会とは異なりますので、末尾
の「株主総会会場ご案内図」をご参照のうえ、お間違えの
ないようお願い申し上げます。 

3. 会議の目的事項 
臨時株主総会決議事項 
第１号議案 資本減少及び資本減少に伴う優先株式の無償での強制消却の

件 
議案の要領は、後記の「議決権の行使についての参考書類」
（４頁から５頁まで）に記載のとおりであります。 

第２号議案 普通株式併合の件 
議案の要領は、後記の「議決権の行使についての参考書類」
（５頁）に記載のとおりであります。 

第３号議案 定款一部変更の件 
議案の要領は、後記の「議決権の行使についての参考書類」
（６頁から16頁まで）に記載のとおりであります。 

第４号議案 第三者割当による新株式発行の件 
議案の要領は、後記の「議決権の行使についての参考書類」
（17頁）に記載のとおりであります。 
 

（                          ） 
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普通株主様による種類株主総会決議事項 
第１号議案 普通株式併合の件 

議案の要領は、後記の「議決権の行使についての参考書類」
（18頁）に記載のとおりであります。 

第２号議案 定款一部変更の件 
議案の要領は、後記の「議決権の行使についての参考書類」
（18頁から19頁まで）に記載のとおりであります。 

第３号議案 第三者割当による新株式発行の件 
議案の要領は、後記の「議決権の行使についての参考書類」
（19頁）に記載のとおりであります。 

 
以 上 

 
（お願い）１．当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご

提出くださいますようお願い申し上げます。 
２．当社定款第17条により、株主総会に出席できる方は、代理人を含め、議決

権のある当社株主に限られております。 
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株 主 の 皆 様 へ 
 

 株主の皆様には、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 平素は、格別のご支援を賜り厚く御礼申し上げます。 

 当社グループは、昭和60年頃から事業多角化を目指し、非住宅事業分野へ進出

いたしましたが、バブル崩壊による資産価値の著しい下落等により、不良資産及

び多額の債務を抱えることになりました。 

 このため、当社グループは、主力銀行から過去２度にわたり総額1,700億円の

金融支援を受け、また、株主の皆様のご支援により無償減資及び資本準備金の取

崩しを実施するなど、有利子負債削減を始めとする財務リストラを進めてまいり

ましたが、金融情勢の激変や減損会計の導入により、更なる財務基盤強化の早期

実現が緊要な課題となりました。 

 このような状況のもと、当社グループは、含み損失の一掃及び過剰債務解消に

よる財務体質の改善、並びに事業構造の転換による収益力の強化を図るべく、

「事業再生計画」（以下「当社事業再生計画」）を策定し、株式会社産業再生機

構（以下「産業再生機構」）より支援決定をいただきました。株主の皆様には、

ご心配、ご迷惑をおかけし、心よりお詫び申し上げます。今後は、戸建住宅事業、

アパート事業、住宅関連事業及びリフォーム事業をコア事業と位置づけ、経営資

源を集中し、一層の競争力向上を図ってまいる所存でございます。 

 つきましては、当社グループ再生への第一歩を踏み出すべく、臨時株主総会及

び普通株主様による種類株主総会の各議案につきまして、株主の皆様のご承認を

いただきたく、何卒ご理解を賜りますようお願い申し上げます。 
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  【臨時株主総会】 
議決権の行使についての参考書類 

 

1. 総株主の議決権の数 

188,357個 

 

2. 議案及び参考事項 

第１号議案 資本減少及び資本減少に伴う優先株式の無償での強制消却の件 

1. 資本減少の理由 

 当社グループは、財務体質改善のために、主力銀行から過去２度にわ

たり総額1,700億円の金融支援をいただき、また、株主の皆様のご支援に

より無償減資及び資本準備金の取崩しを実施させていただきました。そ

の後も残存含み損失の処理を進めてまいりましたが、依然として財務内

容は脆弱であり、平成18年３月期に予定されている減損会計が適用され

た場合、含み損益の顕在化による債務超過転落を避けられない事態とな

りました。そこで、当社、当社子会社のミサワホーム株式会社及び当社

の関係会社29社は、含み損失の一掃及び過剰債務解消による財務体質の

改善、並びに事業構造の転換による収益力の強化を図るべく、当社事業

再生計画を策定し、平成16年12月28日付で産業再生機構に支援申込みを

行い、同日付で支援決定、平成17年３月25日付で買取決定をいただきま

した。 

 当社事業再生計画に基づく抜本的な財務リストラ等の実施に伴い、平

成17年３月期に生じる予定の欠損金の一部の補填に備えるため、上記の

とおり資本を減少いたしたいと存じます。 

 また、将来の優先配当負担の軽減及び潜在株式数の減少を目的として、

下記の資本減少に伴う優先株式の無償消却をいたしたいと存じます。 

 これを機に、株主の皆様のご期待にお応えできる安定した経営基盤を

一日も早く確立すべく一層の経営努力を重ねてまいる所存でございます。 

 株主の皆様には、誠に申し訳なく存じますが、何卒事情ご賢察のうえ、

本議案にご賛同賜りますようお願い申し上げます。 



－  － 
 

 

 

 

 

 

5

2. 資本減少の内容 

(1) 減少すべき資本の額 

 当社の資本の額45,249,200,000円のうち44,749,200,000円減少し、

減少後の資本の額は500,000,000円といたします。 

 なお、払戻しを行わない無償の減資といたします。 

(2) 資本減少の方法 

 Ａ種優先株式の発行済株式の全部（58,333,000株）を無償消却いた

します。 

 第一回Ｂ種優先株式の発行済株式の全部（41,666,000株）を無償消

却いたします。 

 第二回Ｂ種優先株式の発行済株式の全部（41,666,000株）を無償消

却いたします。 

 第三回Ｂ種優先株式の発行済株式の総数41,666,000株について、100

株につき92株の割合で、38,332,720株を無償消却いたします。 

(3) その他の必要な事項につきましては、取締役会に一任願いたいと存

じます。 

 なお、資本減少の効力発生日は平成17年６月１日の予定であります。 

 

第２号議案 普通株式併合の件 

1. 株式併合の理由 

 当社事業再生計画の実施にあたり、将来における普通株式の発行済株

式数の適正化を目的として普通株式の併合を行うものであります。 

 なお、普通株主様の権利に株式併合による変動が生じないように、株

式併合の効力発生と同時に、当社の１単元の株式数を、普通株式につい

て1,000株から100株に変更する予定であります。 

2. 株式併合の方法 

 普通株式の発行済株式総数258,259,146株について、10株を１株に併合

します。株式併合後の普通株式の発行済株式総数は、25,825,914株とな

ります。その他の必要な事項につきましては、取締役会に一任願いたい

と存じます。 

 なお、株式併合の効力発生日は平成17年５月27日の予定であります。 
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第３号議案 定款一部変更の件 

1. 変更の理由 

 当社事業再生計画の実施にあたり、当社が受ける支援の一つである約

200億円の借入金の株式化（デット エクイティ スワップ）によるＣ種

優先株式の発行に備えるため関係条文を新設するとともに、所要の変更

を行うものであります。 

2. 変更の内容 

 現行定款の一部とその変更案は、次のとおりであります。 

（下線は変更部分） 

現 行 定 款 変 更 案 

（株式の総数） （株式の総数） 
第５条 当会社が発行する株式の総数は、

12億株とし、このうち９億7,000
万株は普通株式、6,000万株はＡ
種優先株式、１億7,000万株はＢ
種優先株式とする。ただし、普通
株式もしくはＡ種優先株式につき
消却があった場合又はＢ種優先株
式につき消却もしくは普通株式へ
の転換があった場合には、これに
相当する株式数を減ずる。 

第５条 当会社が発行する株式の総数は、
12億株とし、このうち９億6,666
万株は普通株式、6,000万株はＡ
種優先株式、１億7,000万株はＢ
種優先株式、334万株はＣ種優先
株式とする。ただし、普通株式も
しくはＡ種優先株式につき消却が
あった場合又はＢ種優先株式もし
くはＣ種優先株式につき消却もし
くは普通株式への転換があった場
合には、これに相当する株式数を
減ずる。 

（１単元の株式数及び単元未満株券の不発行） （１単元の株式数及び単元未満株券の不発行） 
第７条 当会社の１単元の株式の数は、普

通株式、Ａ種優先株式及びＢ種優
先株式それぞれにつき、1,000株
とする。 

第７条 当会社の１単元の株式の数は、普
通株式、Ａ種優先株式及びＢ種優
先株式それぞれにつき、1,000
株、Ｃ種優先株式につき100株と
する。 

２. 当会社は、１単元の株式の数に満
たない株式（以下「単元未満株
式」という。）に係わる株券を発
行しない。ただし、株式取扱規程
に定めるところについては、この
限りでない。 

２.  （現行のとおり） 
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現 行 定 款 変 更 案 

（新  設） （Ｃ種優先株式） 
 第11条の３ 当会社の発行するＣ種優先株

式の内容は次のとおりとする。 
（新  設） （Ｃ種優先利益配当金） 

 (1） 当会社は、第38条に定める利益配
当を行うときは、Ｃ種優先株式を
有する株主（以下「Ｃ種優先株
主」という。）又はＣ種優先株式
の登録質権者（以下「Ｃ種優先登
録質権者」という。）に対し、普
通株主又は普通登録質権者に先立
ち、Ｃ種優先株式１株につき年
600円を上限としてＣ種優先株式
の発行に関する取締役会の決議で
定める額の利益配当金（以下「Ｃ
種優先利益配当金」という。）を
支払う。ただし、当該営業年度に
おいて本条第２号に定めるＣ種優
先中間配当金を支払ったときは、
当該Ｃ種優先中間配当金を控除し
た額とする。 

（新  設） （Ｃ種優先中間配当金） 
 (2） 当会社は、第39条に定める中間配

当を行うときは、Ｃ種優先株主又
はＣ種優先登録質権者に対し、普
通株主又は普通登録質権者に先立
ち、Ｃ種優先株式１株につきＣ種
優先利益配当金の２分の１に相当
する額の金銭（以下「Ｃ種優先中
間配当金」という。）を支払う。 

（新  設） （Ｃ種優先利益配当金の非累積条項） 
 (3） 当会社は、ある営業年度において

Ｃ種優先株主又はＣ種優先登録質
権者に対し、Ｃ種優先利益配当金
の全部又は一部が支払われないと
きは、その不足額は翌営業年度以
降に累積しない。 
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現 行 定 款 変 更 案 

（新  設） （Ｃ種優先利益配当金の非参加条項） 
 (4） 当会社は、Ｃ種優先株主又はＣ種

優先登録質権者に対し、Ｃ種優先
利益配当金を超えて配当は行わな
い。 

（新  設） （Ｃ種優先株主に対する残余財産の分配） 
 (5） Ｃ種優先株主又はＣ種優先登録質

権者に対しては、残余財産の分配
に当たりＣ種優先株式１株につき
6,000円を普通株主又は普通登録
質権者に先立って支払う。 
Ｃ種優先株主又はＣ種優先登録質
権者に対しては、前文のほか残余
財産の分配は行わない。 

（新  設） （Ｃ種優先株主の議決権） 
 (6） Ｃ種優先株主は、法令に定める場

合を除き、株主総会において議決
権を有しない。 

（新  設） （Ｃ種優先株式の併合又は分割、新株の引受権の付与等） 
 (7） 当会社は、法令に定める場合を除

き、Ｃ種優先株式については株式
の併合又は分割は行わない。 
当会社は、Ｃ種優先株主に対して
は、新株の引受権又は新株予約権
もしくは新株予約権付社債の引受
権は付与しない。 

（新  設） （Ｃ種優先株式の買受け又は消却） 
 (8） 当会社は、いつでもＣ種優先株式

を買受け、又は利益をもって消却
することができる。 
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現 行 定 款 変 更 案 

（新  設） （Ｃ種優先株式の強制償還） 
 (9） 当会社は、発行に際して取締役会

の決議で定める転換を請求し得べ
き期間の開始日の前日まで、いつ
でも、Ｃ種優先株主又はＣ種優先
登録質権者の意思にかかわらず当
該Ｃ種優先株式の全部又は一部を
償還することができる。 
一部償還の場合は抽選その他の方
法により行う。 
償還価額は、Ｃ種優先株式１株に
つきＣ種優先株式１株の発行価額
に償還日の属する営業年度におけ
るＣ種優先配当金の額を償還日の
属する営業年度の初日から償還日
までの日数（初日及び償還日を含
む。）で日割計算した額（円位未
満小数第３位まで算出し、その小
数第３位を四捨五入する。）を加
算した額とする。ただし、当該営
業年度においてＣ種優先中間配当
金を支払ったときは、その額を控
除した金額とする。 

（新  設） （普通株式への転換予約権） 
 (10） Ｃ種優先株主は、発行に際して取

締役会の決議で定める転換を請求
し得べき期間中、当該決議で定め
る転換の条件でＣ種優先株式の普
通株式への転換を請求することが
できる。 
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現 行 定 款 変 更 案 

（新  設） （普通株式への強制転換） 
 (11） 当会社は、転換を請求し得べき期

間中に転換請求のなかったＣ種優
先株式を、同期間の末日の翌日以
降の日で取締役会の決議にて定め
る日（以下「Ｃ種優先株式強制転
換日」という。）において、取締
役会の決議により、Ｃ種優先株式
１株の発行価額をＣ種優先株式強
制転換日に先立つ45取引日目に始
まる30取引日の株式会社東京証券
取引所における当会社の普通株式
の普通取引の毎日の終値（気配表
示を含む。）の平均値（終値のな
い日数を除く。）で除して得られ
る数の普通株式に強制転換するこ
とができる。ただし、平均値の計
算は円位未満小数第２位まで算出
し、その小数第２位を四捨五入す
るものとし、かかる計算により得
られる金額が500円を下回るとき
は、500円とする。 
上記の普通株式数の算出に当たり
１株に満たない端数が生じたとき
は、商法に定める株式併合の場合
に準じてこれを取扱う。 
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現 行 定 款 変 更 案 

（優先順位） （優先順位） 
第12条 Ａ種優先株式及びＢ種優先株式の

優先利益配当金、優先中間配当金
及び残余財産の支払順位は、同順
位とする。ただし、Ａ種優先株式
の累積未払配当金は、Ｂ種優先利
益配当金、Ｂ種優先中間配当金及
びＢ種優先株式の残余財産の分配
に先立って支払われるものとし、
また、平成18年３月31日に終了す
る営業年度までの各営業年度にお
けるＡ種優先利益配当金及びＡ種
優先中間配当金は、当該各営業年
度におけるＢ種優先利益配当金及
びＢ種優先中間配当金の分配に先
立って支払われるものとする。 

第12条 Ａ種優先株式、Ｂ種優先株式及び
Ｃ種優先株式の優先利益配当金、
優先中間配当金及び残余財産の支
払順位は、同順位とする。ただ
し、Ａ種優先株式の累積未払配当
金は、Ｂ種優先利益配当金、Ｂ種
優先中間配当金、Ｂ種優先株式の
残余財産の分配、Ｃ種優先利益配
当金、Ｃ種優先中間配当金及びＣ
種優先株式の残余財産の分配に先
立って支払われるものとし、ま
た、平成18年３月31日に終了する
営業年度までの各営業年度におけ
るＡ種優先利益配当金及びＡ種優
先中間配当金は、当該各営業年度
におけるＢ種優先利益配当金、Ｂ
種優先中間配当金、Ｃ種優先利益
配当金及びＣ種優先中間配当金の
分配に先立って支払われるものと
する。 

 



－  － 
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・ 資本減少に伴う優先株式の強制消却及び普通株式の併合の所定の手続の後、

（ｉ）「発行する株式の総数」を株式消却及び株式併合の効力発生後の発

行済株式数の４倍の範囲内とするとともに、（ⅱ）普通株主様の権利に変

動が生じないように普通株式の１単元の株式数の変更を行い、また、

（ⅲ）Ａ種優先株式の発行済株式の全部が消却されることから、Ａ種優先

株式に関する条文を削除するため、さらに追加変更案の内容に変更するも

のであります。なお、追加変更案は、普通株式の１単元の株式数の変更に

ついては普通株式併合の効力発生を、その他については優先株式の強制消

却の効力発生を条件といたします。 

 

（下線は変更部分） 

前 記 変 更 案 
（但し第11条については現行定款） 追 加 変 更 案 

（株式の総数） （株式の総数） 
第５条 当会社が発行する株式の総数は、

12億株とし、このうち９億6,666
万株は普通株式、6,000万株はＡ
種優先株式、１億7,000万株はＢ
種優先株式、334万株はＣ種優先
株式とする。ただし、普通株式も
しくはＡ種優先株式につき消却が
あった場合又はＢ種優先株式もし
くはＣ種優先株式につき消却もし
くは普通株式への転換があった場
合には、これに相当する株式数を
減ずる。 

第５条 当会社が発行する株式の総数は、
２億8,000万株とし、このうち２
億3,166万株は普通株式、4,500万
株はＢ種優先株式、334万株はＣ
種優先株式とする。ただし、普通
株式につき消却があった場合又は
Ｂ種優先株式もしくはＣ種優先株
式につき消却もしくは普通株式へ
の転換があった場合には、これに
相当する株式数を減ずる。 

（１単元の株式数及び単元未満株券の不発行） （１単元の株式数及び単元未満株券の不発行） 
第７条 当会社の１単元の株式の数は、普

通株式、Ａ種優先株式及びＢ種優
先株式それぞれにつき、1,000
株、Ｃ種優先株式につき100株と
する。 

第７条 当会社の１単元の株式の数は、普
通株式につき100株、Ｂ種優先株
式につき1,000株、Ｃ種優先株式
につき100株とする。 



－  － 
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前 記 変 更 案 
（但し第11条については現行定款） 追 加 変 更 案 

２. 当会社は、１単元の株式の数に満
たない株式（以下「単元未満株
式」という。）に係わる株券を発
行しない。ただし、株式取扱規程
に定めるところについては、この
限りでない。 

２.  （現行のとおり） 

（Ａ種優先株式） （削  除） 
第11条  当会社の発行するＡ種優先株式の

内容は次のとおりとする。 
 

（Ａ種優先利益配当金） （削  除） 
(1） 当会社は、第38条に定める利益配

当を行うときは、Ａ種優先株式を
有する株主（以下「Ａ種優先株
主」という。）又はＡ種優先株式
の登録質権者（以下「Ａ種優先登
録質権者」という。）に対し、普
通株式を有する株主（以下「普通
株主」という。）又は普通株式の
登録質権者（以下「普通登録質権
者」という。）に先立ち、Ａ種優
先株式１株につき年60円を上限と
してＡ種優先株式の発行に関する
取締役会の決議で定める額の利益
配当金（以下「Ａ種優先利益配当
金」という。）を支払う。ただ
し、当該営業年度において本条第
２号に定めるＡ種優先中間配当金
を支払ったときは、当該Ａ種優先
中間配当金を控除した額とする。 

 



－  － 
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前 記 変 更 案 
（但し第11条については現行定款） 追 加 変 更 案 

（Ａ種優先中間配当金） （削  除） 
(2） 当会社は、第39条に定める中間配

当を行うときは、Ａ種優先株主又
はＡ種優先登録質権者に対し、普
通株主又は普通登録質権者に先立
ち、Ａ種優先株式１株につきＡ種
優先利益配当金の２分の１に相当
する額の金銭（以下「Ａ種優先中
間配当金」という。）を支払う。 

 

（Ａ種優先利益配当金の累積条項） （削  除） 
(3） 当会社は、ある営業年度において

Ａ種優先株主又はＡ種優先登録質
権者に対し、Ａ種優先利益配当金
の全部又は一部が支払われないと
きは、その不足額を翌営業年度以
降に累積し、累積した不足額（以
下「累積未払配当金」という。）
については、Ａ種優先利益配当金
及びＡ種優先中間配当金並びに普
通株主又は普通登録質権者に対す
る利益配当金に先立ってこれをＡ
種優先株主又はＡ種優先登録質権
者に支払う。 

 

（Ａ種優先利益配当金の非参加条項） （削  除） 
(4） 当会社は、Ａ種優先株主又はＡ種

優先登録質権者に対し、Ａ種優先
利益配当金を超えて配当は行わな
い。 

 



－  － 
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前 記 変 更 案 
（但し第11条については現行定款） 追 加 変 更 案 

（Ａ種優先株主に対する残余財産の分配） （削  除） 
(5） Ａ種優先株主又はＡ種優先登録質

権者に対しては、残余財産の分配
に当たり累積未払配当金相当額及
びＡ種優先株式１株につき600円
の合計額を普通株主又は普通登録
質権者に先立って支払う。 
Ａ種優先株主又はＡ種優先登録質
権者に対しては、前文のほか残余
財産の分配は行わない。 

 

（Ａ種優先株主の議決権） （削  除） 
(6） Ａ種優先株主は、株主総会におい

て議決権を有しない。ただし、Ａ
種優先株主は定時株主総会におい
てＡ種優先利益配当金又は累積未
払配当金相当額の全部又は一部が
支払われない旨の決議があった場
合は、その決議があった定時株主
総会の次の定時株主総会にＡ種優
先利益配当金及び累積未払配当金
相当額全額が支払われる旨の議案
が提出されない場合は当該定時株
主総会より、その議案が当該定時
株主総会において否決された場合
は当該定時株主総会の終結の時よ
り、Ａ種優先利益配当金及び累積
未払配当金相当額全額が支払われ
る旨の決議ある定時株主総会の終
結の時までは議決権を有する。 

 

（Ａ種優先株式の併合又は分割、新株の引受権の付与等） （削  除） 
(7） 当会社は、法令に定める場合を除

き、Ａ種優先株式については株式
の併合又は分割は行わない。 
当会社は、Ａ種優先株主に対して
は、新株の引受権又は新株予約権
もしくは新株予約権付社債の引受
権は付与しない。 

 



－  － 
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前 記 変 更 案 
（但し第11条については現行定款） 追 加 変 更 案 

（Ａ種優先株式の買受け又は消却） （削  除） 
(8） 当会社は、いつでもＡ種優先株式

を買受け、又は利益をもって消却
することができる。 

 

（Ａ種優先株式の強制償還） （削  除） 
(9） 当会社は、Ａ種優先株式発行後、

その発行に際して取締役会の決議
で定める期間を経過した後は、当
該決議で定める時期及び償還価額
で、当該Ａ種優先株式の全部又は
一部を強制償還することができ
る。一部償還の場合は抽選その他
の方法により行う。 

 

（優先順位） （優先順位） 
第12条 Ａ種優先株式、Ｂ種優先株式及び

Ｃ種優先株式の優先利益配当金、
優先中間配当金及び残余財産の支
払順位は、同順位とする。ただ
し、Ａ種優先株式の累積未払配当
金は、Ｂ種優先利益配当金、Ｂ種
優先中間配当金、Ｂ種優先株式の
残余財産の分配、Ｃ種優先利益配
当金、Ｃ種優先中間配当金及びＣ
種優先株式の残余財産の分配に先
立って支払われるものとし、ま
た、平成18年３月31日に終了する
営業年度までの各営業年度におけ
るＡ種優先利益配当金及びＡ種優
先中間配当金は、当該各営業年度
におけるＢ種優先利益配当金、Ｂ
種優先中間配当金、Ｃ種優先利益
配当金及びＣ種優先中間配当金の
分配に先立って支払われるものと
する。 

第12条 Ｂ種優先株式及びＣ種優先株式の
優先利益配当金、優先中間配当金
及び残余財産の支払順位は、同順
位とする。 

 



－  － 
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第４号議案 第三者割当による新株式発行の件 
1. 新株式発行の内容 
(1) 発行新株式数             普通株式12,913,000株 
(2) 発行価額               １株につき2,000円 
(3) 発行価額の総額            金25,826,000,000円 
(4) 発行価額中資本に組み入れない額    １株につき1,000円 
(5) 配当起算日              平成17年４月１日 
(6) 割当方法               第三者割当によるものとし、

トヨタ自動車株式会社、野
村プリンシパル・ファイナ
ンス株式会社（又は同社が
組成するファンド）及びあ
いおい損害保険株式会社に
対して合計で12,913,000株
を割り当てる。 

2. 本発行価額をもって新株式を発行する理由 
 当社は、当社事業再生計画を迅速かつ確実に遂行し当社の再生を早期
に実現するために、既に発表しておりますとおり、トヨタ自動車株式会
社、野村プリンシパル・ファイナンス株式会社（又は同社が組成する
ファンド）及びあいおい損害保険株式会社（以下「スポンサー」）と資
本提携することといたしました。 
 本新株式発行は、スポンサーとの合意内容に基づき発行されるもので
あり、これによりスポンサーとの資本提携が形成されるとともに、財務
体質の改善が図られ、当社の今後の発展に資するものと確信しておりま
す。 
 発行価額につきましては、当社事業再生計画達成の蓋然性をより高め
るための自己資本増強を目的として、産業再生機構の支援のもと公正な
入札手続を行い、当社の再生のために最良なスポンサーを選定して決定
したものであります。なお、10株を１株とする普通株式併合が行われる
ことも考慮しております。 
 また、払込期日につきましては、第１号議案の資本減少に伴う優先株
式の無償での強制消却、第２号議案の普通株式併合及び第３号議案に基
づくＣ種優先株式の発行が効力を発生した後とするため、本年６月24日
とする予定です。 
 株主の皆様には、何卒事情ご賢察のうえ、本議案にご賛同賜りますよ
うお願い申し上げます。 
 なお、本新株式発行は、所定の金融支援の完了を前提としているため、
資本減少に伴う優先株式の消却、普通株式併合、Ｃ種優先株式の発行の
他、関係金融機関及び産業再生機構による債権放棄が実施されることを
条件といたします。 

以 上 



－  － 
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【普通株主様による種類株主総会】 

議決権の行使についての参考書類 
 

1. 総株主の議決権の数 

188,357個 

 

2. 議案及び参考事項 

第１号議案 普通株式併合の件 

1. 株式併合の理由 

 当社事業再生計画の実施にあたり、将来における普通株式の発行済株

式数の適正化を目的として普通株式の併合を行うものであります。 

 なお、普通株主様の権利に株式併合による変動が生じないように、株

式併合の効力発生と同時に、当社の１単元の株式数を、普通株式につい

て1,000株から100株に変更する予定であります。 

2. 株式併合の方法 

 普通株式の発行済株式総数258,259,146株について、10株を１株に併合

します。株式併合後の普通株式の発行済株式総数は、25,825,914株とな

ります。その他の必要な事項につきましては、取締役会に一任願いたい

と存じます。 

 

第２号議案 定款一部変更の件 

1. 変更の理由 

 当社事業再生計画の実施にあたり、当社が受ける支援の一つである約

200億円の借入金の株式化（デット エクイティ スワップ）によるＣ種

優先株式の発行に備えるため関係条文を新設するとともに、所要の変更

を行うものであります。 

 



－  － 
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2. 変更の内容 

 変更の内容は、臨時株主総会の「議決権の行使についての参考書類」

の６頁から11頁に記載の内容と同一であります。 

 また、資本減少に伴う優先株式の強制消却及び普通株式の併合の所定

の手続の後、（ⅰ）「発行する株式の総数」を株式消却及び株式併合の

効力発生後の発行済株式数の４倍の範囲内とするとともに、（ⅱ）普通

株主様の権利に変動が生じないように普通株式の１単元の株式数の変更

を行い、また、（ⅲ）Ａ種優先株式の発行済株式の全部が消却されるこ

とから、Ａ種優先株式に関する条文を削除するため、さらに追加変更案

の内容に変更するものであります。なお、追加変更案は、普通株式の１

単元の株式数の変更については普通株式併合の効力発生を、その他につ

いては優先株式の強制消却の効力発生を条件といたします。 

 追加変更案の内容は、臨時株主総会の「議決権の行使についての参考

書類」の12頁から16頁に記載の内容と同一であります。 

 

第３号議案 第三者割当による新株式発行の件 

1. 新株式発行の内容 

 新株式発行の内容は、臨時株主総会の「議決権の行使についての参考

書類」の17頁に記載の内容と同一であります。 

2. 本発行価額をもって新株式を発行する理由 

 本発行価額をもって新株式を発行する理由は、臨時株主総会の「議決

権の行使についての参考書類」の17頁に記載の内容と同一であります。 

 

以 上 



－  － 
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株主総会会場ご案内図 
 

会場：東京都新宿区西新宿二丁目４番１号 

新宿ＮＳビル地下１階 ＮＳイベントホール（中ホール） 

電話（03）3247－2001 

 

 

 

株主総会会場までの交通のご案内 

◎新宿駅南口から徒歩約10分 

◎東京メトロ丸ノ内線西新宿駅から徒歩約10分 

◎都営地下鉄大江戸線都庁前駅から徒歩約５分 

 


